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Ⅰ　はじめに

　企業情報の開示は、投資家の投資判断に必要
な情報を提供することを通じて、資本市場にお
ける効率的な資源配分を実現するための基本的
なインフラであり、投資判断に必要とされる情
報を十分かつ正確に、また適時にわかりやすく
提供することが求められる。
　金融庁では、ルールへの形式的な対応にとど
まらない開示の充実に向けた企業の取組みを促
すため、「記述情報の開示に関する原則」 1）を公
表するとともに、開示の好事例を浸透させるた
め、「記述情報の開示の好事例集」 2）（以下「好事
例集」という）の公表・更新を行っている。
　好事例集の公表に当たっては、投資判断に
とってより有益な情報が提供されることを念頭
に、開示が進んでいると考えられる企業には、
さらなる開示の充実化を図っていただくこと、
これから取り組む企業には、開示の底上げに役
立てていただくことを目的として取組みを進め

ている。
　本稿では、各開示項目の参考となる開示例を
含め、好事例集の内容を紹介しつつ、2025年 3
月期以降における記述情報の好開示のポイント
および開示の留意点等について紹介する。
　なお、本稿中の意見にわたる部分について
は、筆者らの個人的見解であることをあらかじ
め申し添える。

Ⅱ　好事例集の概要

　まず、好事例集の概要について説明する。
　金融庁では、開示の好事例の検討に当たり、
投資家・アナリスト・有識者（以下「投資家等」
という）および企業の方々による勉強会を開催
している。勉強会では、投資家等の方々より、
望ましい開示に関する意見をいただき、企業の
方々からは、開示の充実化に当たり実際に行っ
ている取組みや抱えている悩み等、さまざまな
現場の声を共有していただいた。本事例集は、
この勉強会で議論いただいた内容を踏まえて取
りまとめたものである。
　好事例集は、大きく三つの項目に分けた構成
としている。
　一つ目は、「有価証券報告書のサステナビリ
ティに関する考え方及び取組の開示例」とし
て、サステナビリティ情報に関する開示例を
「全般的要求事項」、「気候変動関連等」、「人的資
本、多様性等」、「人権」および「個別テーマ」
の五つの項目に分け、項目ごとに参考になる事
例等を採り上げている。

目　次
Ⅰ　はじめに
Ⅱ　好事例集の概要
Ⅲ　好開示のポイント等
1　有価証券報告書のサステナビリティに関す
る考え方及び取組に関する開示例
2　有価証券報告書のコーポレート・ガバナン
スの状況等ほかの開示例
3　中堅中小上場企業の開示例

Ⅳ　終わりに

2025年 3 月期決算記述情報の好開示の
ポイント

岡村健史　金融庁企画市場局企業開示課課長補佐
清野恭平　金融庁企画市場局企業開示課企業会計専門官
芳賀早百合　金融庁企画市場局企業開示課係長

	 1 ）	 https://www.fsa.go.jp/news/30/singi/20190319/01.pdf
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　二つ目は、「有価証券報告書のコーポレー
ト・ガバナンスの状況等ほかの開示例」とし
て、「コーポレート・ガバナンスの概要」、「監査
の状況」、「株式の保有状況」、「経営上の重要な
契約等」、「経営方針、経営環境及び対処すべき
課題等（以下「経営方針等」という）」および「経
営者による財政状態、経営成績及びキャッ
シュ・フローの状況の分析（以下「MD&A」と
いう）」の各項目において参考になる事例等を
採り上げている。
　三つ目は、中堅中小上場企業にフォーカスし
た開示例 3）となる。金融庁では2018年度より
「記述情報の開示の好事例集」を公表・更新し
てきており、これまでも、中堅中小上場企業の
開示を好事例として紹介したことはあったが、
選定された事例は大企業の事例が多く、大企業
以外の事例も紹介してほしいとの声が寄せられ
ていたことや、「記述情報の開示の好事例集
2023」において初めて中堅中小上場企業に
フォーカスした事例集を公表したことによる反
響の大きさ等を踏まえ、今年度の好事例集にお
いても引き続きテーマに設定した。

Ⅲ　好開示のポイント等

　ここからは、好事例集より、2025年 3 月期以
降の有価証券報告書作成の参考となる好事例を
示しつつ、好開示のポイントや開示の留意点等
を紹介する。

1 　有価証券報告書のサステナビリティに関す
る考え方及び取組に関する開示例

　2023年 1 月31日に公布・施行された「企業内
容等の開示に関する内閣府令及び特定有価証券
の内容等の開示に関する内閣府令の一部を改正
する内閣府令」では、サステナビリティに関す
る開示について、有価証券報告書の「第一部　
企業情報」の「第 2　事業の状況」の中に、「サ
ステナビリティに関する考え方及び取組」の記
載欄（以下「サステナビリティ記載欄」という）を
新設し、「ガバナンス」、「戦略」、「リスク管理」
と「指標及び目標」の四つの枠組みで開示する
ことを求めている。このうち、「ガバナンス」と

「リスク管理」については、すべての企業に開示
が求められる必須記載項目、「戦略」と「指標及
び目標」は、各企業が重要性を判断して開示す
る項目としている。また、重要性の判断にかか
わらず、人的資本に関しては、「戦略」において
人材の多様性の確保を含む人材育成方針や社内
環境整備方針を記載し、「指標及び目標」におい
て当該方針に関する指標の内容、当該指標を用
いた目標および実績について記載することを求
めている。
　好事例集では、サステナビリティ全般に関す
る開示をテーマとした「全般的要求事項」、気候
変動や自然資本をテーマとした「気候変動関連
等」、人材育成方針や社内環境整備方針、従業員
の状況等をテーマとした「人的資本、多様性
等」、人権に関する開示をテーマとした「人権」、
気候変動や人的資本以外の項目をマテリアリ
ティ項目としてサステナビリティ記載欄で開示
している事例を扱った「個別テーマ」の五つに
分けて事例等を掲載している。
　ここからは、サステナビリティに関する開示
例のうち「全般的要求事項」と「人的資本、多
様性等」に関する事例等について紹介する。
⑴　サステナビリティ情報に関する開示─全般
的要求事項
　サステナビリティ情報に関する開示の一つ目
として、全般的要求事項について紹介する。全
般的要求事項では、気候変動や人的資本等の個
別論点に入る前の総論部分の開示として、国際
サステナビリティ基準審議会（ISSB）の IFRS 1
号「サステナビリティ関連財務情報の開示に関
する全般的要求事項」（S1基準）およびサステナ
ビリティ基準委員会（SSBJ）のサステナビリ
ティ開示テーマ別基準第 1号「一般開示基準」
に相当する内容をテーマとしている。
　全般的要求事項に関して、投資家等からは
「ガバナンスでは、執行側の記載だけではなく、
監督側についても記載することが重要」等の見
解が示されている。これは、執行側のガバナン
ス体制については充実した記載がなされている
一方で、取締役会等の監督側のガバナンス体制
についての記載がない事例や、ほとんど記載が
されていない事例が多くみられるため、執行側

	 3 ）	 中堅中小上場企業の事例選定に当たっては、直近売上高が300億円以下の企業を対象範囲としている。
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だけではなく、監督側についてもしっかりと記
載してほしいというものである。
　次に、全般的要求事項の参考となる開示例と
して、アサヒグループホールディングスの事例
を紹介する。本事例では、サステナビリティの
ガバナンスを担う組織体を監督側と執行側に分
け、それぞれの役割や構成、組織体別での会議
の開催頻度を端的に記載している。また、サス
テナビリティ関連の議論を行っている執行側の
組織体ごとの会議の開催時期と主な議題を一覧
で記載するとともに、監督側の組織である取締
役会についても、会議の時期や議論の内容を端
的に記載している。サステナビリティ戦略を監
督するスキルの有無については、スキルマトリ
クスを用いて説明しており、スキルを有すると
認定するためには、サステナビリティの重点
テーマである「気候変動への対応」や「持続可
能な容器包装」等の監督経験があることや、「不
適切飲酒の撲滅」等のアルコール事業の経験が
必要であることを明記している。加えて、役員
報酬へのサステナビリティ指標の組込みについ
ても具体的に記載している（図表 1、図表 2参照）。

　投資家等からは「監督側の記載としては、具
体的には、取締役会がサステナビリティ戦略を
モニタリングするスキルを有しているか否かの
記載や、取締役会等の監督機関への報告頻度、
報告内容に加え、報酬制度を通じた経営者の評
価について記載することが挙げられる」との見
解が示されているが、アサヒグループホール
ディングスの事例では、執行側だけではなく、
監督側の組織体についても充実した記載がなさ
れている。また、投資家等が開示を期待するモ
ニタリングスキルの有無や報酬制度を通じた経
営者の評価についても具体的に記載しており、
参考になる事例と考えられる。
　このほか、好事例集には、全社的なリスク管
理体制を端的に記載している事例や、リスク評
価プロセスを端的に記載するとともに、リスク
クラスごとの管理体制について端的に記載して
いる事例、第三者保証に関して記載している事
例等も掲載している。
⑵　サステナビリティ情報に関する開示─人的
資本、多様性等
　サステナビリティ情報に関する開示の二つ目

〔図表 1〕　アサヒグループホールディングスの事例①
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は、人的資本、多様性等となる。
　人材育成方針や社内環境整備方針等の開示に
関しては、投資家等から「経営戦略と人材戦略
が関連した開示が重要」、「人的資本に関する非
財務情報と財務情報の連動が重要」、「人的資本
に関する戦略と指標及び目標の連動が重要」等
の見解が示されている。
　次に、人材育成方針や社内環境整備方針等の
参考となる開示例として、双日の事例を紹介す
る。本事例では、中期経営計画における人材戦
略の考え方を、前中期経営計画や2030年の目指
す姿も踏まえ端的に記載するとともに、中期経
営計画における人材KPI の目標や、各人材KPI
の詳細を具体的に記載している。また、人材戦
略の各項目をインプットとして、どのようなア
ウトプットやアウトカムを得ようとしているの
かについても具体的に示している（図表 3⑴、図
表 4参照）。
　投資家等からは「経営戦略と人材戦略が関連
した開示が重要であり、人材戦略がどのように
企業価値向上につながるかについて開示するこ
とが有用。例えば、インプット情報だけでなく、

人材戦略を通じてどのようなアウトプット、ア
ウトカムを目的としているのか等を記載するこ
とが挙げられる」との見解が示されている。こ
れに関して、たとえば、インプットデータであ
るエンゲージメント指数を高めること自体が目
的になってしまい、エンゲージメント指数を高
めることで何をしようとしているのかの記載が
ない事例が多くある。この点、双日の開示では、
インプットデータの向上が目的のような開示に
なっておらず、アウトプットである事業創出力
や事業経営力の向上を通じて、アウトカムであ
る中期経営計画の実現までつながる開示となっ
ており、参考になる事例の一つであると考えら
れる。
　このほか、好事例集には、社会課題と自社の
課題を関連づけながら人的資本戦略について具
体的に記載している事例や、人材ポートフォリ
オ構築の観点でのギャップを把握し、ギャップ
を埋めるために行っている取組みについて具体
的に記載している事例等も掲載している。
　最後にサステナビリティ情報の開示全般に関
する投資家等の見解を紹介する。投資家等から

〔図表 2〕　アサヒグループホールディングスの事例②
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は「サステナビリティ情報は、グローバルでは
法定開示書類に記載されているため、日本だけ
任意開示書類で記載があれば良いということに
はならず、投資家は、重要な情報は有価証券報
告書に記載することを期待している」との見解
が示されている。任意開示書類において開示を
充実化させることも有用であるが、投資家は投
資判断に必要な情報を有価証券報告書に記載す
ることを求めているので、任意開示書類だけで
はなく有価証券報告書においても充実した開示
を行っていただくことを期待している。

2 　有価証券報告書のコーポレート・ガバナン
スの状況等ほかの開示例

　ここまでサステナビリティ情報に関する開示
について紹介した。好事例集では、サステナビ
リティ情報に関する開示以外に、「有価証券報
告書のコーポレート・ガバナンスの状況等ほか
の開示例」として、「コーポレート・ガバナンス
の概要」、「監査の状況」、「株式の保有状況」、
「経営上の重要な契約等」、「経営方針等」および
「MD&A」について項目ごとに事例等を掲載し

ている。
　ここからは、コーポレート・ガバナンスの状
況等ほかの開示例から「株式の保有状況」およ
び「経営上の重要な契約等」に関する事例等に
ついて紹介する。
⑴　株式の保有状況
　株式の保有状況では、政策保有株式全体に関
する記載として、投資有価証券に該当する株式
のうち保有目的が純投資目的である投資株式と
純投資目的以外の目的である投資株式の区分の
基準や考え方を記載すること、保有目的が純投
資目的以外の目的である投資株式について、提
出会社の保有方針および保有の合理性を検証す
る方法や、個別銘柄の保有の適否に関する取締
役会等における検証の内容を記載すること等が
求められている。この点、保有方針については、
たとえば、｢経営戦略を勘案し保有効果を検討
している｣ という記載では不十分であり、保有
先企業のノウハウ・ライセンスの利用等、経営
戦略上、どのように活用するかについて具体的
に記載すること、また、保有の合理性を検証す
る方法については、たとえば、「営業取引規模が

〔図表 3〕　双日の事例①
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過去○年平均と比較し○％以上増加した」等、
時価（含み益）や配当金による検証だけではな
く、事業投資と同様、事業の収益獲得への貢献
度合いについて具体的に記載することが期待さ
れている 4）。
　また、保有目的が純投資目的以外の目的であ
る投資株式の個別銘柄ごとの記載として、保有
目的や定量的な保有効果、保有目的が提出会社
と当該株式の発行者との間の営業上の取引、業
務上の提携その他これらに類する事項を目的と
するものである場合には、当該事項の概要につ
いて記載することが求められている。この点、
保有目的については、政策保有株式全体の保有
方針に沿って、経営戦略上、どのように活用す
るかを関連する事業や取引と関連づけて具体的
に記載する必要があり、単なる財務報告のセグ
メント単位や、「事業取引」・「金融取引」といっ
た大括りでの説明、「企業間取引の維持・強化
のため」・「地域発展への貢献」という記載では

抽象的であり、不十分な記載となる 5）。
　加えて、2025年 1 月31日に公布・施行された
「企業内容等の開示に関する内閣府令の一部を
改正する内閣府令」では、当期を含む最近 5事
業年度以内に政策保有目的から純投資目的に保
有目的を変更した株式について、銘柄、株式数
等に加え、「保有目的の変更の理由及び変更後
の保有又は売却に関する方針」等について記載
することが求められている。
　株式の保有状況に関して、投資家等からは、
「政策保有株式は、基本的には保有する必要が
ないものと考えられるため、政策保有株式が縮
減傾向にあるのか、減らしていく方針を持って
いるのかに着目している」、「政策保有株式の売
却により得た資金の使途を具体的に示すことが
有用で、自社株買いだけではなく、例えば、人
的投資やDX投資等の成長投資への配分方針に
ついて開示することが有用」等の見解が示され
ている。

	 4 ）	 金融庁「政策保有株式：投資家が期待する好開示のポイント（例）」（2021年 3 月）参照。
	 5 ）	 金融庁・前掲注 4）参照。

〔図表 4〕　双日の事例②

 

このほか、好事例集には、社会課題と自社の課題を関連づけながら人的資本戦略につ

いて具体的に記載している事例や、人材ポートフォリオ構築の観点でのギャップを把握

し、ギャップを埋めるために行っている取組みについて具体的に記載している事例等も

掲載している。 

最後にサステナビリティ情報の開示全般に関する投資家等の見解を紹介する。投資

家等からは「サステナビリティ情報は、グローバルでは法定開示書類に記載されている

ため、日本だけ任意開示書類で記載があれば良いということにはならず、投資家は、重

要な情報は有価証券報告書に記載することを期待している」との見解が示されている。

任意開示書類において開示を充実化させることも有用であるが、投資家は投資判断に必

要な情報を有価証券報告書に記載することを求めているので、任意開示書類だけではな

く有価証券報告書においても充実した開示を行っていただくことを期待している。 
 

２ 有価証券報告書のコーポレート・ガバナンスの状況等ほかの開示例 

ここまでサステナビリティ情報に関する開示について紹介した。好事例集では、サス

テナビリティ情報に関する開示以外に、「有価証券報告書のコーポレート・ガバナンス

の状況等ほかの開示例」として、「コーポレート・ガバナンスの概要」、「監査の状況」、

「株式の保有状況」、「経営上の重要な契約等」、「経営方針等」および「MD&A」について

項目ごとに事例等を掲載している。 

ここからは、コーポレート・ガバナンスの状況等ほかの開示例から「株式の保有状況」
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　次に、株式の保有状況の参考となる開示例と
して、大林組の事例を紹介する。本事例では、
政策保有株式の売却で得た資金の活用法とし
て、企業価値の向上に向けて、人材・DX・技術
への投資や生産力拡充のための投資等を行う旨
を記載している。また、政策保有株式の縮減に
関連して、政策保有株式保有残高のうち、売却
合意済額を定量的に記載している（図表 5参照）。
　政策保有株式の縮減に関連して、投資家等か
らは前述の見解以外に「政策保有株主から株式
の売却等の意向が示された場合に売却を妨げな
い旨については、コーポレート・ガバナンス報
告書だけではなく、有価証券報告書にも記載す
るべき」との見解が示されている。東京証券取
引所のコーポレートガバナンス・コードの補充

原則 1 - 4 ① 6 ）に対するプライム市場およびス
タンダード市場の上場会社コンプライ率は
99.8％ 7 ）であるものの、有価証券報告書レ
ビューの過程において、いわゆる「売らせない
圧力」問題が生じている実態を確認している。
この「売らせない圧力」を解消するために、コー
ポレート・ガバナンス報告書だけではなく、法
定開示書類である有価証券報告書においても売
却を妨げない旨を宣言することが期待されると
いうことである。また、「売らせない圧力」につ
いては、有価証券報告書レビューの結果の公表
資料中にコラムがあるので参照されたい 8）。
　このほか、好事例集には、政策保有株式の縮
減の実績を定量的に記載している事例や、売却
交渉中の銘柄と貸借対照表計上額を定量的に記

	 6 ）	 補充原則 1 - 4 ①「上場会社は、自社の株式を政策保有株式として保有している会社（政策保有株主）からその株
式の売却等の意向が示された場合には、取引の縮減を示唆することなどにより、売却等を妨げるべきではない。」

	 7 ）	 東京証券取引所「東証上場会社 コーポレート・ガバナンス白書2023（データ編）」85頁より。
	 8 ）	 金融庁「令和 6年度 有価証券報告書レビューの審査結果及び審査結果を踏まえた留意すべき事項等」（2025年 4
月 1 日）（https://www.fsa.go.jp/news/r6/sonota/20250401-3/20250401.html）参照。なおこの解説として岡村健史ほ
か「令和 6  年度有価証券報告書レビューの審査結果および審査結果を踏まえた留意すべき事項等について」本誌
2389号（2025） 4 頁がある。

〔図表 5〕　大林組の事例
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頁より。 
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載している事例等も掲載している。
⑵　経営上の重要な契約等
　2022年 6 月13日に公表された金融審議会ディ
スクロージャーワーキング・グループ報告にお
ける提言を踏まえ、「重要な契約等」に関する開
示について、2023年12月22日に「企業内容等の
開示に関する内閣府令及び特定有価証券の内容
等の開示に関する内閣府令の一部を改正する内
閣府令」（以下「2023年開示府令等改正」という）
が公布の上、2024年 4 月 1 日から施行されてお
り、2025年 3 月31日以後に終了する事業年度に
係る有価証券報告書等から適用される。本改正
では、有価証券報告書等における「重要な契約
等」に関する開示の拡充を図るために、①企
業・株主間のガバナンスに関する合意、②企
業・株主間の株主保有株式の処分・買増し等に
関する合意および③ローン契約（金銭消費貸借契
約）と社債に付される財務上の特約の三つの類
型について、開示すべき具体的な対象やその開
示内容を明確化している。
　本改正を踏まえ、好事例集では、主にこの三
つの類型に関する契約等を開示している事例を
中心に好事例を選定している。
　経営上の重要な契約等について、投資家等か
らは、「開示府令等の改正により開示内容等が
明確化された三つの類型について開示すれば良
いものではなく、投資家等の投資意思決定にお
いて重要な契約等については、積極的に開示す
ることが期待される」、「これまで開示していな
かった重要な契約がある場合には、開示府令等
の改正を機に開示の充実を図ることが重要であ
り、開示を拡充することで、企業の開示姿勢へ
の信頼性や対話の質の向上に資すると考えられ
る」等の見解が示されている。これまでの実務
で開示してきた内容では開示が十分ではなかっ
たという背景があるため、2023年開示府令等改
正で明確化された三つの類型だけを充実させる
のではなく、今までの開示の見直しも含め、投
資家の意思決定に重要な契約等を積極的に開示
していくことが期待されるということである。
　次に、経営上の重要な契約等の参考になる開
示例として、パーク二四の事例を紹介する。本
事例では、共同投資先との株主間契約に関し
て、契約を締結した背景や、株式買取請求権（共
同投資先の権利）および株式売却請求権（当社の

権利）の行使期間、買取価額の算定方法につい
て具体的に記載するとともに、権利行使が行わ
れた場合の想定買取価額について定量的に記載
している。また、関連する内容として事業等の
リスクにおいて、共同投資先との株主間契約か
ら生じるリスクの内容についても端的に記載し
ている（図表 6参照）。
　投資家等からは前述の見解以外に「重要な契
約等と、経営方針や事業等のリスクなどの有価
証券報告書の他の記載項目との連動性、関連性
を意識した開示をすることが有用」との見解も
示されている。パーク二四の事例では、契約と
関連したリスクを事業等のリスクの枠でも開示
しており、有価証券報告書内での記載が連動し
ている例となるので、当事例も参考に開示の充
実を図っていただきたい。
　このほか、好事例集には、取締役候補者の推
薦権を有する旨の合意等を具体的に記載してい
る事例や、財務制限条項の内容と財務制限条項
に抵触している旨を開示するとともにその対応
について具体的に開示している事例、フラン
チャイズ契約について具体的に開示している事
例等も掲載している。

3 　中堅中小上場企業の開示例

　「記述情報の開示の好事例集2023」に引き続
き、本年度の好事例集においても中堅中小上場
企業にフォーカスした好事例を掲載している。
中堅中小上場企業の事例選定に当たっては、直
近売上高が300億円以下の企業を対象とし、当
年度の主なテーマであるサステナビリティ情
報、経営方針等およびMD&Aの各項目から事
例を選定している。
　中堅中小上場企業の開示について、投資家等
からは、「すべてを網羅的に開示するのではな
く、事業上の重要性や、経営上の重要な課題、
サステナビリティであればマテリアリティを特
定し、重要な点について具体的に記載すること
が有用」との見解が示されている。これは、重
要性等を踏まえて優先順位をつけ、開示対象と
する事項を絞り込みながら開示を行うことは投
資家の目線と合っており有用ということであ
る。また「サステナビリティ情報をはじめ重要
な情報は有価証券報告書でも開示することが求
められるようになってきている。また、上場企
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業であれば求められる開示の水準に大きな違い
はないため、開示に十分なリソースを割くこと
ができない場合には、まず有価証券報告書の開
示に集中することが有用」との見解も示されて
いる。有価証券報告書は、経営理念や中長期的
経営計画、サステナビリティ情報、政策保有株
式をはじめとするコーポレート・ガバナンス情
報に加え、注記情報やKAM等の投資意思決定
や議決権行使に必要な情報が含まれており、利
用者の関心度、利用度が高まっている書類であ
るため、リソースに限りがある場合には、まず
は有価証券報告書に注力してほしいということ
である。
　次に、中堅中小上場企業の開示のうち、サス
テナビリティ情報の観点で参考になる事例とし
て明光ネットワークジャパンの取組みと開示を
紹介する。
　明光ネットワークジャパンは、明光義塾を中
心に小学生、中学生、高校生の学齢人口を対象
とした教育事業が中心の企業であり、同社は
「多様化する社会課題に取り組み、すべての
人々の可能性をひらく総合的な人材支援グルー

プに成長することを目指しており、人材こそ全
ての源泉であると考えている」ことや「人的資
本経営を最重要課題の一つとし、経営トップ自
らが積極的に取り組んでいる」といったことを
背景に、情報開示を充実させている（図表 7参照）。
　開示の面では、本事例は、サステナビリティ
情報のうち、人的資本、多様性等の記載を好事
例として採り上げたもので、人的資本経営の考
え方を企業理念の実現や中期経営計画の達成の
観点も踏まえながら具体的に記載するととも
に、人的資本投資の内容として、投資ごとの活
動内容や具体的な取組みに加え、関連する指標
と目標、実績を定量的に記載している（図表 8、
図表 9参照）。
　投資家等からは「開示を充実化させようとす
ると、記載事項や内容が増える傾向にあるが、
経営上の重要性や投資判断上の重要性等を踏ま
え、必要に応じて記載事項を絞ったメリハリの
ある開示とすることが重要」との見解も示され
ているが、明光ネットワークジャパンでは、人
材が企業価値の源泉であることや、人的資本経
営が最重要課題の一つであることから、人的資

〔図表 6〕　パーク二四の事例
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〔図表 7〕　明光ネットワークジャパンの取組み

 

【図表８】㈱明光ネットワークジャパンの事例① 

 

 

〔図表 8〕　明光ネットワークジャパンの事例①

 

【図表８】㈱明光ネットワークジャパンの事例① 
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本に関する開示を特に充実化させており、メリ
ハリのある開示という観点でも参考になる事例
の一つと考えられる。
　このほか、好事例集には、気候変動関連等の
開示として、リスクと機会の項目ごとに影響度
の程度と発生時期を一覧で示すとともに、財務
インパクトを項目ごとに定量的に示している事
例や、自社固有の経営環境について具体的に記
載している事例、経営管理上重視する指標とし
て非財務指標や EBITDA等を挙げ複数年分の
実績を定量的に開示している事例、主要な競合
他社を選定し、ビジネスモデル等を比較しなが
ら自社の優位性を具体的に記載している中堅中
小上場企業の事例等を掲載している。

Ⅳ　終わりに

　多くの上場企業が決算を行う2025年 3 月期の
決算発表の時期を迎えた。
　わが国の資本市場の更なる発展のためには、
企業情報の開示の充実化が図られ、企業と投資
家による建設的な対話等を通じた、中長期的な
企業価値向上につながる資本市場の構築が望ま
れる。
　そのため、企業の方々には、より一層の充実
した開示に努めていただくことを大いに期待し
ている 9）。そして、これらの取組みの一助とし
て、「記述情報の開示の好事例集」を活用いただ
ければ幸いである。

（おかむら・けんじせいの・きょうへい
は が ・ さ ゆ り）

〔図表 9〕　明光ネットワークジャパンの事例②〔図表９〕明光ネットワークジャパンの事例② 
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クジャパンでは、人材が企業価値の源泉であることや、人的資本経営が最重要課題の一

つであることから、人的資本に関する開示を特に充実化させており、メリハリのある開

示という観点でも参考になる事例の一つと考えられる。 

このほか、好事例集には、気候変動関連等の開示として、リスクと機会の項目ごとに

影響度の程度と発生時期を一覧で示すとともに、財務インパクトを項目ごとに定量的に

示している事例や、自社固有の経営環境について具体的に記載している事例、経営管理

上重視する指標として非財務指標や EBITDA 等を挙げ複数年分の実績を定量的に開示し

ている事例、主要な競合他社を選定し、ビジネスモデル等を比較しながら自社の優位性

を具体的に記載している中堅中小上場企業の事例等を掲載している。 

 
Ⅳ 終わりに 

 多くの上場企業が決算を行う 2025 年３月期の決算の時期を迎えた。 

わが国の資本市場の更なる発展のためには、企業情報の開示の充実化が図られ、企業

と投資家による建設的な対話等を通じた、中長期的な企業価値向上につながる資本市場

の構築が望まれる。 
	 9 ）	 金融庁のウェブサイトでは、好事例集等の記述情報の充実に関連する詳細情報を「企業情報の開示に関する情報
（記述情報の充実）」という項目でまとめて掲載しているので参照されたい。


